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問い合わせ　こども家庭課　　229－3167　　229－3334

問い合わせ　中央保健センター　　229－3164　　229－3287

対　象　接種当日の年齢が65歳以上の人、ま
　たは接種当日の年齢が60～64歳で、心臓・腎
　臓・呼吸器の機能またはヒト免疫不全ウイル
　スにより免疫の機能に障がいがあり、日常生
　活が極度に制限される人
接種期間　10月15日（土）～来年１月31日（火）
自己負担額　1,200円（助成後の金額です。当日、
　医療機関でお支払いください。）
　※生活保護受給者は、自己負担額の免除があ
　りますので、必ず「生活保護受給証明書」を
　医療機関に提出してください。

接種回数　１人１回
接種時の持ち物　健康手帳（保健センターで交
　付しています。）

インフルエンザ予防接種費用を助成します

　新型インフルエンザは通常の季節性イ
ンフルエンザに移行しました。今年度は国
の新型インフルエンザ予防接種費用の助
成がなくなったため、市民税非課税世帯の
人は、全額助成にはなりませんのでご注意
ください。
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保育所入所負担金（保育料）

入所できる児童

申し込み

　保育所は、保護者が働いてい
たり、病気などのために児童を
家庭で保育できないとき、保護
者に代わって保育する児童福祉
施設です。 

　保護者および同居の祖父母（入
所希望月時点で65歳未満の場合）
がそれぞれ次の要件のいずれか
に該当するため、家庭での保育
ができないと認められる場合で
す。ただし、入所を希望する保育
所の定員に余裕がない場合、各
種必要書類の提出がない、ある
いは入所面接が済んでいない場
合、申し込み内容に虚偽があっ
た場合は入所できません。
■家庭外労働
　児童の保護者などが、家庭外で
仕事をしている。
■家庭内労働
　児童の保護者などが、内職など
家庭内で児童と離れて日常の家

事以外の仕事をしている。
■母親の出産
　母親が出産予定日の前後2カ
月程度にある。
■疾病・障がいなど
　児童の保護者などが病気にか
かったり、負傷または心身に障
がいがある。
■病人の看護など
　児童の家庭に長期にわたる病
人や、心身に障がいのある人が
いて、保護者などがいつもその
看護に当たっている。
■家庭の災害
　家庭が火災や風水害、地震な
どの災害に遭い、保護者などが
その復旧に当たっている。

　こども家庭課、各総合支所市
民福祉課（福祉課）または各保
育所で配布する申し込み書類に
必要事項を記入し、11月1日（火）
～30日（水）にこども家庭課、各

総合支所市民福祉課（福祉課）ま
たは各保育所へ提出してくださ
い。　※土・日曜日、祝・休日を除
く

　公立保育所と私立保育所の保
育料は同額です。
　原則として、父母の平成23年
分所得税額の合計により決定し
ます。ただし、父母の収入が少な
く同居の祖父母が家計の主宰者
である場合や、税法上、父母が
自営業を営む祖父母の専従者に
なっている場合は、祖父母も算
定対象に含めることがあります。
　所得税が非課税の場合は、平
成23年度市町村民税額の合計
により決定します。なお、保育料
を滞納した場合、滞納処分を執
行することがあります。

受付期間 11月1日（火）～30日（水）

～高齢者の皆さんへ～

■公的年金からの特別徴収制度とは
　公的年金を受給している人が、個人市民税・県
民税を年金からの引き落としにより納付する制度
です。
■新たに対象になる人は
　平成22年度に年金から特別徴収(年金からの引
き落とし)されていない人で、下記の「対象」に該
当する人は、平成23年10月支給の年金から特別
徴収が開始されます。対象者には、6月に発送した

「平成23年度市民税・県民税納税通知書」に、お知
らせを同封しています。
対　象（以下の条件をすべて満たす人）
・昭和21年4月2日以前に生まれた人
・平成22年中の所得が公的年金のみで、平成23
　年度個人市民税・県民税が課税されている人
・平成23年1月1日以降、引き続き市内に居住し
　ている人
・年金から介護保険料が引き落としされている人
納付方法
　今年度は、年税額の半分を今までどおり、第1期、
第2期に分けて普通徴収で納付していただき、残
り半分を3回（10月、12月、2月）に分けて年金か
ら引き落とします。

　次のいずれかに該当する場合は、申告書の提出
が必要です。申告がない場合は、条例に基づき3
万円以下の過料が科されることがありますのでご
注意ください。なお、地方税法の改正に伴い、10
万円以下の過料に改正される予定です。
■納税管理人の申告
　固定資産税の納税義務者が市外(国外を含む)
へ転出する場合は、津市に住所のある人などのう
ちから、納税義務者に代わって納税の管理をする
納税管理人を定める必要があります。転出の日か
ら10日以内に「納税管理人申告書」の提出をお願
いします。
■償却資産の申告
　毎年1月1日現在において償却資産を所有して
いる場合は、1月31日までに「償却資産申告書」の
提出をお願いします。
■住宅用地の申告
　固定資産税・都市計画税の減額の対象となる住
宅用地については、新築家屋の調査時に「固定資
産税・都市計画税課税標準額特例該当土地申告書」
へ記入をお願いしています。その後に住宅用地で
なくなった場合は、「固定資産税・都市計画税課税
標準額特例適用除外土地申告書」を提出してくだ
さい。

個人市民税・県民税の
公的年金からの特別徴収制度
新たに10月から引き落としになる人を
お知らせします

固定資産税に係る申告

　地震などの災害時における避難支援を希望
する人は、災害時要援護者として登録できます。
対　象　一人暮らしなど災害時に家族等の支 
　援が受けられない人で、以下のいずれかに該
　当し、地域支援者への情報提供に同意する人
・65歳以上の人
・一定の要件に該当する障がい者
・要介護認定が3以上の人

登録方法　申請書に必要事項を記入のうえ、下
　記へ申し込んでください（すでに登録した人
　は、申し込み不要です。）

対　象

特別徴収
(年金からの引き落とし)

普通徴収
(納付書または口座振替)

年税額の
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問い合わせ　市民税課　　229－3130　　229－3331

問い合わせ
資産税課　　229－3132（家屋）　　229－3131（土地）
　　　　　　229－3331（共通）
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算出方法

災害時要援護者登録制度

申込先・問い合わせ

高齢福祉課（　229－3156）
または各総合支所市民福祉課（福祉課）

障がい福祉課（　229－3157）
または各総合支所市民福祉課（福祉課）

介護保険課（　229－3149）
または各総合支所市民福祉課（市民課）

65歳以上の人

一定の要件に該当す
る障がい者

要介護認定が３以上
の人

忘れずに申告を


